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Ⅰ　はじめに
　2016年10月27日，国連総会第一委員会（軍縮を扱う委員会）において，核兵
器禁止条約の制定交渉を開始する決議が賛成多数で採択され，同年12月23
日，国連総会において同内容の決議が承認採択された
１）
。「核兵器のない世界」
へ向けて歴史的第一歩が踏み出されたといえる。
　ところが，日本は，この決議にいずれも反対票を投じた
２）
。
　本稿では，上記決議の内容と意義を確認するとともに，日本が決議に賛成
しなかった理由と今後日本に求められる役割について検討する
３）
。
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論　説
1 ）　UN Document, A/C.1/71/L.41, General and complete disarmament: taking forward 
multilateral nuclear disarmament negotiations. 提案国は，オーストリアほか34か国。2016年
10月27日の第 1 委員会での採決では，賛成123か国，反対38か国，棄権16か国。12月23日の総
会決議では賛成113か国，反対35か国，棄権13か国。
2 ）　反対国は，核保有国である米国，ロシア，英国，フランス，イスラエルのほか，米国の核
の傘の下にある日本，韓国，同様に核の傘にある NATO の加盟国であるベルギー，ドイツ，
カナダなど。棄権国は，核保有国である中国，インド，パキスタンのほか，スイス，フィンラ
ンド，オランダ，スーダン，ニカラグアなど。
3 ）　川崎哲「核兵器禁止条約と日本の安全保障─核抑止依存のまま進むのか」世界2017年 1 月
号161頁（2017）に核兵器廃絶国際キャンペーン（ICAN）中心者の視点からの詳細な報告と
検討がある。
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Ⅱ　「多国間の核軍縮交渉を前進させる決議」の内容
1 　決議内容
　同決議の中核的内容は，「2017年に，核兵器の完全廃絶に向けて，核兵器
を禁止する法的拘束力のある文書（条約）の制定交渉のための国連会議を開
催すること」を決めたことである。この会議は，2017年 3 月27日から31日お
よび同年 6 月15日から 7 月 7 日まで，ニューヨークで開催され，原則として
国連総会の手続きのルールに則って行い，国際組織や市民社会の代表の参加
と貢献を得ることが合わせて決議された。なお，できるだけ早い時期に，ニ
ューヨークで，同会議の組織的な協議のための 1 日セッションが開催され
る。
　そして，同会議の内容・進捗状況は，2017年に開かれる第72回国連総会に
報告され，同総会においてその後の方向性が決議される。そのために，第72
回国連総会の，「軍備撤廃」のタイトルのもとで，「多国間の核軍縮交渉の前
進」が仮議題として組み込まれることが決議された。
2 　各国に求められる努力
　採択された同決議文書において，「核兵器の使用がもたらす壊滅的な人道
的結果に対する深い懸念」と「核兵器の存在に関する危険についての深い懸
念」が示され，「核兵器のない世界を実現し維持するために必要な具体的か
つ実効性のある法的手段や条項を作出する努力」が求められた。そして，各
国に対し，2015年末に国連総会決議で設置された公開作業部会（Open─ended 
Working Group, “OEWG”）の報告書において示唆された様々な方途を実行に移
すように求められた。その内容には，ⅰ）既存の核兵器に伴うリスクに関連
する透明性を高める方法，ⅱ）事故や過誤，または権限のない者による，あ
るいは故意の核兵器爆発によるリスクを減殺する方法，ⅲ）あらゆる核兵器
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爆発からもたらされる広汎な人道上の結果の複雑性と相互関連性についての
認識を高め理解を深めるためのさらなる方法などを含む。そして，国連加盟
国のすべてに，上記核兵器禁止条約制定交渉の会議に参加し，核兵器を禁止
し，核兵器の撤廃へ向かう法的拘束力のある条約締結に向けて最善の努力を
することが求められた。
Ⅲ　核兵器禁止条約に向けてのこれまでの国際社会の歩み 
　　（振り返り）
　1970年に核不拡散条約（NPT）が発効した。NPT 第 6 条に，「この条約の
各締約国は，核軍備競争の早期の停止および核軍備の縮小に関する効果的な
措置につき，並びに厳重かつ効果的な国際管理の下における全面的かつ完全
な軍備縮小に関する条約について，誠実に交渉を行うことを約束する。」と
ある。
　1996年，国際司法裁判所（ICJ）が「核兵器の使用および威嚇の適法性」に
関する勧告的意見を出し，その中で，「全ての側面での核軍縮に導く交渉を
誠実に行い，かつ完結させる義務が存在する」との意見が，裁判官全員一致
の見解として示された。ここでは，主体が明示されなかったが，NPT 第 6
条が意識され，その義務は同条約の締約国のみならず，国際社会全体におい
て，いわば慣習法化した義務が存在することを認めたものと解される。
　1997年 4 月，モデル核兵器禁止条約（MNWC）が，国際反核法律家協会
（IALANA），核戦争防止国際医師会議（IPPNW），核拡散に反対する国際科学
技術者ネットワーク（INESAP）の名前で発表され，同年，コスタリカから同
モデル条約案が国連に提出され，潘基文国連事務総長によって回覧された。
　2000年の NPT 再検討会議では，核兵器保有国を含む全員一致で採択され
た最終文書において，「核兵器国は，その保有する核兵器の完全廃棄を達成
するという明確な約束を行う」と決議された。
　ところが，翌2001年に同時多発テロが勃発して国際情勢が大きく変化し，
132　　創価ロージャーナル第10号
2005年の NPT 再検討会議では，実質事項を合意することができなかった。
　その後，2007年のキッシンジャー元米国国務長官等 4 名によるウォールス
トリートジャーナルへの「核兵器のない世界」（“A World Free of Nuclear 
Weapons”）の寄稿，2008年潘基文国連事務総長による核軍縮 5 項目の提案，
2009年のバラク・オバマ米大統領（当時）によるプラハ演説などにより，核
兵器廃絶への機運が高められた。2010年の NPT 再検討会議では，最終文書
が採択され，核兵器のもたらす人道的影響，国際人道法，そして核兵器禁止
条約に言及されたが，単なる言及にとどまり，具体的な条約締結交渉開始に
至らなかったことが関係者を落胆させた。
　2015年は広島・長崎への原爆投下から70年の節目にあたるため，この機会
に，核兵器禁止条約締約交渉が開始されるように，市民社会を中心に様々な
努力がなされた。特に，NPT の枠組みでは，法的拘束力のある具体的な核
兵器禁止に向けた動きが前進しないことが懸念されたが，他方，2010年の
NPT 再検討会議最終文書で，核兵器のもたらす人道的影響および国際人道
法に言及されたことに着目された。そして，赤十字やオーストリアのリーダ
ーシップのもと，核兵器の人道的影響に着目した動きが活発化した。
　2012年 5 月に行われた NPT 再検討会議第 1 回準備委員会において，オー
ストリアなど16か国のよる「核兵器の人道的影響に関する共同声明」第 1 回
が発表された。同年12月の国連総会第一委員会において，「核兵器の人道的
影響に関する共同声明」第 2 回が発表され，このとき賛同国は35か国に増え
た。翌2013年 3 月には，ノルウェーのオスロにおいて，「核兵器の人道的影
響に関する国際会議」第 1 回が開催され，日本赤十字社長崎原爆病院の朝長
万左男院長が，原爆投下に係る放射線による健康に対する影響を報告した。
同年 4 月の NPT 再検討会議第 2 回準備委員会で，「核兵器の人道的影響に
関する共同声明」第 3 回が発表され，この時の賛同国は80か国に上った。そ
して，同年12月の国連総会第一委員会で，「核兵器の人道的影響に関する共
同声明」第 4 回が発表され，この時の賛同国は国連加盟国の 3 分の 2 を超え
る125か国に達した
４）
。2014年 2 月には，メキシコのナジャリットで第 2 回
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「核兵器の人道的影響に関する国際会議」が開かれ，「被爆証言セッション」
において広島・長崎の被爆者が，被爆の実態を証言した。
　2015年 5 月，NPT 再検討会議において，オーストリア提案の「人道の誓
約」が発表され，賛同国は107か国に上った。その内容は，2012年以来積み
重ねてきた「共同声明」の中で確認されてきた核兵器の人道上の影響への懸
念，核兵器廃絶の必要性を確認し，「核兵器の禁止および廃絶に向けた法的
なギャップを埋める」効果的措置の追求，すなわち，核兵器禁止条約制定に
向けた具体的な行動を誓約するものだった。しかし，核保有国および日本を
含む核の傘の下にある国が賛同しなかったため，最終文書に核兵器禁止条約
が言及されることはなかった。
　同年10月，国連総会第一委員会において，「核兵器の禁止および廃絶に向
けた法的なギャップを埋める」ための公開作業部会（OEWG）の設置が決議
された（resolution 70/33）。そして，同年12月に行われた国連総会第一委員会
において，核兵器の非人道性を強調し，核廃絶への法的枠組みの強化を求め
る「人道の誓約」が賛成128か国で採択された。
　2016年 2 月，5 月，8 月と 3 回にわたり，OEWG が開かれ，多数の国，国
際機関並びに市民社会の積極的な参加のもとで，成果が取りまとめられ，同
年 9 月，国連総会に報告書が提出された。今回の国連総会第一委員会におけ
る核兵器禁止条約の制定交渉を開始する決議は，この成果文書を踏まえたも
のである。
Ⅳ　OEWG の報告書
　今回の国連総会における決議（「多国間の核軍縮交渉を前進させる決議」）の意義
を考えるにあたり，OEWG 報告書を検討することが有用である。OEWG 報
告書から以下のことが分かる
５）
。
4 ）　このとき，日本も初めて共同声明に参加した。
5 ）　UN Document, A/71/371, Report of the Open─ended Working Group taking forward 
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1 　OEWG 参加者等
　OEWG は，「open─ended」すなわち公開の作業部会として設定され，国
連総会は，とくに，国連加盟国の全てに対して作業部会に参加するよう求め
た。しかし，核兵器保有国は，一か国も参加しなかった。
　他方，日本，韓国，オーストラリア，ベルギー，カナダ等のいわゆる核の
傘の下にいる諸国・NATO 諸国は作業部会に参加し，「漸進主義アプロー
チ」（progressive approach）を提唱するなどした。日本も複数の作業文書を提
出している。国連加盟国が提出した文書（working paper）は40通に上る。
　また，NGO 等市民社会の参加も歓迎され，創価学会インターナショナル
（SGI）やピースデポ（Peace Depot Inc.），平和のための市長会（Mayors for 
Peace）など多数の NGO が参加した。NGO 提出の文書は31通に上り，その
他研究機関などが提出した文書は 3 通であった。
2 　OEWG での討議の方法
　 2 月に行われた OEWG では， 2 つのパネルを中心に討議が進められた。
すなわち，パネルⅠでは，「核兵器のない世界を創り維持するために必要な，
具体的かつ実効的な法的措置，法的条項，規範」をテーマに， 4 名のパネリ
ストが登壇して実質的な討議がなされた。パネルⅡでは，「多国間の核軍縮
交渉を前進させるうえで有用な（法的措置のほかの）他の方法」の提示につい
て， 4 人のパネリストを中心に討議された。なお，「（法的措置のほかの）他の
方法」として，（ⅰ）既存の核兵器に伴うリスクに関連する透明性を高める
方法，（ⅱ）事故や過誤，または権限のない者による，あるいは故意の核兵
器爆発のリスクを減殺する方法，（ⅲ）あらゆる核兵器爆発からもたらされ
る広汎な人道上の結果の複雑性と相互関連性についての認識を高め理解を深
めるためのさらなる方法，（ⅳ）その他の方法が挙げられ，討議された。
　 5 月に行われた OEWG では，各一人ずつのパネリスト（パネルⅥだけは 2
multilateral nuclear disarmament negotiations.
核兵器禁止条約と日本の役割　　135
人のパネリスト）を中心に 6 つのパネルが設置された。パネルⅠでは，事故や
過誤，または権限のない者による，あるいは故意の核兵器爆発のリスクを減
殺する方法が討議された。パネルⅡでは，既存の核兵器に伴うリスクに関連
する透明性を高める方法について討議された。パネルⅢでは，あらゆる核兵
器爆発からもたらされる広汎な人道上の結果の複雑性と相互関連性について
の認識を高め理解を深めるためのさらなる方法について討議された。パネル
Ⅳでは，核兵器のない世界を創り維持するために必要な，具体的かつ実効的
な法的措置，法的条項，規範を構成する必須要素について討議された。パネ
ルⅤでは，多国間の核軍縮交渉を前進させる可能な道筋について討議され
た。そして，パネルⅥでは，21世紀の安全保障その他の文脈における核兵器
の役割を見直すことを含むその他の方法について討議された。
3 　OEWG での討議の内容
（ 1 ）　一般的視点
　核兵器のない世界を創り維持することが世界の重要課題であり，そのため
に多国間の核軍縮交渉を前進させることが世界共通の目的であることが確認
されるとともに，現存する核兵器が全人類に脅威を与えていること，核兵器
が存在する限り，人道上の深刻な結果が起きるリスクはなくならないことが
確認され，全ての国家が国際法，なかんずく国際人道法を遵守すべきことが
確認された。
　そして，核兵器の脅威への認識が高まるのと反対に，国連軍縮会議，国連
軍縮委員会，NPT 再検討会議といった既存の枠組みでの核軍縮の進展が遅
く，行き詰まりが感じられると述べられた。
　OEWG は，NPT 第 6 条に定められた「核軍縮への実効的な措置を取るべ
く誠実に交渉する義務」（核軍縮義務）に焦点を当て，1995年における NPT 延
長に伴う決議，2000年，2010年の NPT 再検討会議での合意文書に言及しつ
つ，NPT には，同第 6 条の義務を実効性を持って実行するための特別な方
法は示されておらず，同 6 条の核軍縮義務を履行するための実効性のある法
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的措置を新たに作り出すことが必要であるとの認識を示した。
　核兵器の禁止および廃絶のための国際社会の枠組みにおける「法的ギャッ
プ」について，「ギャップなど存在しない」と主張する国も複数あったが，
多くの国から，現在「法的ギャップ」が存在し，核兵器のない世界を創り維
持するためには，核兵器の所持，使用，開発，製造，貯蔵，輸送を全面的に
禁止し，完全廃棄の方途を示す新たな措置が必要であり，さらに詳細な検討
が必要であるとの見解が示された。
　また，国際社会における安全保障政策の中での核兵器の位置づけに対する
考慮なしに，核兵器国およびその傘の下にある諸国の参加を期待することは
難しく，備蓄核兵器の減少のための信頼関係の構築，とくに核保有国間の敵
対的な緊張関係の緩和が重要であるとの議論がなされた。
　他方，多数の国から，核兵器に関しては，個々の国家利益より全世界の安
全を優先すべきであり，核兵器の存在がもたらす脅威に鑑みると，核兵器の
存在によって，安全保障が高まることはなく，むしろ国民の安全保障は低減
するとの見解が示された。
　多くの国が，核兵器の存在意義（役割）を低下させることに焦点を当てる
ことから，核兵器は悪であるとの烙印を押す（stigmatize）ことに方向転換す
るべきであると強調した。この方向転換は，「人道の誓約」と方向性を同じ
くするものであり，核兵器は，その人道上および地球環境への影響に鑑みる
と到底許し得ない兵器であって，悪として烙印を押し，禁止し，廃絶するこ
とが求められた。
（ 2 ）　核兵器のない世界の構築および維持のために必要な，具体的法的措
置，法的条項，規範
　OEWG 参加国の過半数が，2017年の国連総会において，核兵器禁止につ
いて法的拘束力のある文書（条約）の制定交渉を開始することを支持し，市
民社会の代表らもこれを支持した
６）
。
6 ）　アフリカグループの54か国，東南アジア諸国連合の10か国，ラテンアメリカおよびカリブ
海諸国の33か国，その他複数のアジア，太平洋，ヨーロッパの国が支持した。
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　核兵器禁止について法的拘束力のある文書（条約）の要素としては，以下
の内容が予定されている。
1 ）　核兵器の取得，所持，備蓄，開発，実験，製造の禁止
2 ） 　あらゆる形態の核兵器使用への参加の禁止（核戦争の計画，核兵器を標的
に向けることなど核兵器を操るための訓練を施すことへの参加も核兵器使用への参加
に含む）
3 ） 　国家の領土内での核兵器の存在を許すことの禁止（核兵器を搭載した船舶
の港湾および領海内への進入を許すこと，核兵器を搭載した飛行機の領空進入を許す
こと，核兵器が領土内を通過すること，領土内に配置ないし展開されることを許すこ
との禁止を含む）
4 ） 　核兵器活動への資金提供および核分裂可能物質を国際原子力機構
（IAEA）の包括的セーフガードの適用の無い国へ提供することの禁止
5 ） 　条約によって禁止された活動への直接・間接の協力，助力，誘引の禁
止
6 ） 　核兵器の使用および実験の被害者の権利の認識ならびに被害者に対す
る支援および環境回復へのコミットメント
　核兵器の完全廃絶のためには，核兵器の査察可能かつ透明性のある方法で
不可逆的に破壊・廃棄する方法を定めることが必要であるが，この点は，将
来の交渉に委ねられ，まずは，核兵器の使用，備蓄，開発，実験，製造など
を法的拘束力を持って禁止する，核兵器禁止条約の交渉を開始することが提
案され，合意された。
　より包括的な，核兵器の廃絶までの道筋を含む，核兵器（廃絶）条約の制
定交渉を開始するべきとの意見も出され，法的文書の中に含められるべき内
容が多数提案されたが，結局，合意には至らなかった。討議の中で提示され
たが合意に至らなかった内容は，OEWG 報告書の別紙Ⅱ（Annex II）に21項
目のリストとして添付されている。今後，核兵器廃絶へのさらなるステップ
を進める際の重要な資料となる。
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（ 3 ）　多国間の核軍縮交渉を前進させるのに有用な他の方法
　（ⅰ）既存の核兵器に伴うリスクに関連する透明性を高める方法，（ⅱ）事
故や過誤，または権限のない者による，あるいは故意の核兵器爆発のリスク
を減殺する方法，（ⅲ）あらゆる核兵器爆発からもたらされる広汎な人道上
の結果の複雑性と相互関連性についての認識を高め理解を深めるためのさら
なる方法，（ⅳ）その他の方法について，提示された様々な方途が報告され
た。詳細は割愛するが，特に，（ⅲ）あらゆる核兵器爆発からもたらされる
広汎な人道上の結果の複雑性と相互関連性についての認識を高め理解を深め
るためのさらなる方法として，核軍縮や核不拡散についての教育の重要性が
強調され，大学を含む学校教育の中で，平和，軍縮，不拡散のトレーニング
や国際人道法を含む国際法の教育を奨励すべきであるとされ，また，教科書
に広島・長崎への原爆投下や南太平洋での核実験の影響を記載するべきだと
さ れ て い る こ と は 注 目 に 値 す る。 ま た， 青 年 平 和 大 使（youth peace 
ambassadors）の設置も提案されている。さらに，核兵器の人道上の結果につ
いての理解を深めることの重要性も強調された。国境や世代を超えて，核兵
器の使用がもたらす人道上の影響について，草の根レベルで認識を高める努
力がなされるべきで，その際には，持続可能な発展，環境，気候変動，文化
遺産の保護，人権，人道的行動，子どもの人権，公衆衛生保健，ジェンダー
といった問題が相互に関連していることを認識してゆくべきとされた。
Ⅴ　今回の決議の意義
　OEWG の報告書に明らかなとおり，OEWG に核兵器保有国は参加しなか
ったものの，その他の国家および広汎な市民社会が参加して，世界における
核兵器とその脅威の現状を確認し，国際社会として実効性のある法的措置を
取ることについて， 具体的かつ真剣に討議された結果， 「核兵器禁止文書 （条
約）」の制定交渉を開始することを決議したことは極めて大きな意義がある。
　この背景には，2012年ころから積み重ねられてきた，核兵器の人道上の影
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響，地球環境への影響についての認識の高まりと，それに伴う危機感の高ま
りがあり，その結果，非核兵器保有国のリーダーおよび市民社会の中で，核
兵器廃絶への強い意思を共有する連帯が生まれたと評価できる。
　たしかに，最終的な核兵器廃絶のためには，核兵器保有国の参加が必要で
あり，核兵器保有国の同意なくして大きな前進は望めない。しかし，他の大
量破壊兵器をなくす努力においてとられたと同様，まずは，核兵器を禁止
し，核兵器は悪であるという烙印付け（stigmatize）をすることは，膠着した
現状を打開するうえで極めて重要である。
　核兵器条約が発効すれば，締約国の領土，領空，領海内を核兵器が通過す
ることさえできなくなるから，「事実上使えない兵器」とすることへ現実的
な一歩を踏み出すことができる。
Ⅵ　日本のスタンスと今後日本の果たすべき役割
1 　日本が反対票を投じた理由と日本のスタンス
　このような，歴史的な第一歩となる決議において，世界で唯一の戦争被爆
国である日本が反対票を投じたことは極めて遺憾である。
　日本が反対票を投じた理由について，岸田外務大臣は，「決議案は具体的，
実践的措置を積み重ね，核兵器のない世界を目指すという日本の基本的立場
に合致しない。」「決議案は，核兵器国と非核兵器国の対立を，いっそう助長
し，亀裂をいっそう深めるものだった」と説明した。
　今回の決議に反対した国は，日本のほか，オーストラリア，ベルギー，ボ
スニア・ヘルツェゴビナ，ブルガリア，カナダ，クロアチア，チェコ，デン
マーク，エストニア，フランス，ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，アイスラ
ンド，イスラエル，イタリア，ラトビア，リトアニア，ルクセンブルグ，ノ
ルウェー，ポーランド，ポルトガル，韓国，ロシア，セルビア，スロバキ
ア，スペイン，トルコ，英国，米国など38か国であるが，総じて，核兵器保
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有国とその核の傘の下にある国々であるということができる。実際に，決議
の前に，アメリカから，北大西洋条約機構（NATO）加盟諸国に対し，決議
に反対することを求める文書が配付されたと報道されている。
　核兵器国と非核兵器国の対立をいっそう助長し亀裂を深めるというのは表
向きの理由であって，真の理由は，核保有国の核の傘の下で自国の安全を確
保しようという安全保障政策を採り，その正当性を核の抑止力に求める考え
方を採りながら，核兵器保有国の意向に反して核兵器禁止条約の制定交渉開
始に賛成することができない，ということであろう。なぜなら，核兵器廃絶
の障害になっているのは，核兵器国と非核兵器国の対立ではなく，核兵器国
が核保有に固執して自らの義務の履行を遅滞していることにあるからであ
る。国際社会において真に深刻に対立しているのは，核兵器保有国どうしで
あって，核兵器保有国と非核兵器国ではない。核兵器国と非核兵器国の間に
は絶対的な力の差があって真の意味で対立関係にさえなりえない。そうだと
すれば，非核兵器国が核兵器禁止条約の制定交渉を開始すると決議したとこ
ろで，実効性に乏しいという批判には一理あるが，そのことによって核兵器
国がへそを曲げて核軍縮が滞るというのは，冷静に考えるとありえない話で
ある。
　ところで，日本は，同じ国連総会第一委員会に，「核兵器の全面廃絶に向
けた新たな決意の下での共同行動」を共同提案者として提案し，この提案
は，多数の支持を得て採択された
７）
。日本は，昨年も，「人道の誓約」に賛同
せず，他方で，核兵器廃絶に向けた独自の決議を提案した。このような行動
を長年継続している。
　この日本が提案国になった「核兵器の全面廃絶に向けた新たな決意の下で
の共同行動」の内容は，（ 1 ）NPT 体制の強化，（ 2 ）CTBT 早期発効，核
兵器用分裂性物質生産禁止条約（FMCT）の早期交渉開始の呼びかけ，（ 3 ）
核戦力の透明性向上，（ 4 ）核兵器の非人道性への深い懸念がすべての取組
7 ）　UN Document, A/C.1/71/L.26, United action with renewed determination towards the 
total elimination of nuclear weapons. 提案国は日本，米国を含む110か国，賛同国167か国。
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みの基本にあること，（ 5 ）各国指導者・若者等による被爆者を含むコミュ
ニティ等への訪問等を通じ，被爆の実相に関する認識を向上させるあらゆる
取組みを奨励すること，などが含まれており，少なくともこの 5 項目につい
ては，核兵器禁止条約の制定交渉開始を決めた決議とオーバーラップする内
容である。大きな違いは，日本が反対した決議は，法的拘束力を持つ決議と
して，法的拘束力をもつ核兵器禁止文書（条約）交渉を開始するという決定
を含むのに対し，日本が提案した決議は，法的拘束力を持たない呼びかけに
すぎないこと，核兵器禁止には触れず，核保有国の参加の無いところで物事
を進めない態度を貫いているところである。なお，日本が反対した決議には
北朝鮮も賛成票を投じており，逆に，日本の提案した決議は，北朝鮮を厳し
く批判する内容が含まれているからか，北朝鮮，中国，ロシア，シリアが反
対している。
　日本政府のスタンスとしては，将来への目標として核兵器廃絶を目指して
いるという姿勢を示しつつ，当面は核の傘の下で，核抑止力に依存した安全
保障政策を採り，あくまで NPT の枠組みの中で，急激な変化を避けようと
していると言わざるを得ない。
　これは，一般国民には分かりにくいスタンスであり，真剣に核兵器廃絶を
求める者からみると，二枚舌とも見えるものである。これでは，国際社会に
おいて，信頼を勝ち取り，国際平和に貢献するという意味で名誉ある地位を
占めることは望みえない。
2 　日本が核兵器禁止条約制定交渉において果たすべき役割
　岸田外務大臣は，核兵器禁止条約制定への交渉が始まれば，日本も交渉に
参加するとの意向を示した。
　日本は条約制定交渉に参加し，具体的かつ建設的な意見を提示するととも
に，核兵器国を含む他の国々にも参加を呼び掛けるべきである
８）
。
8 ）　創価大学創立者である池田大作 SGI 会長は，2017年 1 月26日発表の「第42回『SGI の日』
記念提言」において，核抑止論からの脱却を訴えるとともに，日本が核保有国や他の核依存国
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　また，核戦力の透明性向上，核兵器の非人道性や被爆の実相に関する認識
の向上など，両決議に共通する内容について，積極的かつ具体的な取組みを
示すことが期待される。
　より根本的には，可及的速やかに「核の傘」からの脱却，すなわち，核の
抑止力に依存する安全保障政策の転換を図るべきである。このことは，安保
条約を廃棄するなどのドラスティックな方法を採ることを必ずしも意味しな
い。日本は，世界で唯一の戦争被爆国として，米国に対し，従来からの日本
の国是である非核三原則（核兵器を持たず，作らず，持ち込ませない）を堅持する
ことを示すことは，困難なことではないはずである。非核三原則を厳格に遵
守し，核兵器廃絶へ向けてモラトリアムをやめて現実の一歩を踏み出すとい
う決意さえすれば，日本は核兵器禁止条約を肯定し，自ら批准することがで
きるはずである。
　広島・長崎での被爆の経験を持つ日本が，核兵器に対してこのような態度
を執ることは理にかなったことであり，かえって，現在の米国追随の姿勢
は，日本の哲学不在と感じられ，国際社会において信頼を得られない原因と
なっていると思われる。
　なお，日本政府の態度は遺憾なものであるが，日本の NGO，個人として
の日本人が，多数，核兵器廃絶の活動に積極的にかかわっている。国家の態
度とは別に，個人としての日本人，または市民社会としての日本の NGO 等
が，この問題にどれだけ貢献できるかはたいへん重要なことであり，政府は
そういった，個人や団体の自発的な核兵器廃絶へ向けた行動を奨励し，サポ
ートするべきである。
 以上
を含めた多くの国々に国連の核兵器禁止条約の交渉会議への参加を呼び掛けるよう提案してい
る。なお，2017年は，戸田城聖創価学会第二代会長の「原水爆禁止宣言」発表から60周年にな
る。
